
1.�労働組合の解散
労働組合は、法人格を有するか否かにかかわら

ず、①組合規約で定めた解散事由が発生した場合
や、②組合員または構成団体の 4 分の 3 以上の多
数による総会の決議がなされた場合に、解散すると
されています（労働組合法〔以下、労組法〕10条）。
　労働組合が法人である場合、解散後 2週間以内
に、清算人の氏名・住所、解散原因、解散の年月
日を主たる事務所の所在地において登記する必要
があります（同法13条の 5 第 1 項、同法施行令 3
条 5号）。また、清算人は、その任務に就いた日か
ら 2カ月以内に、少なくとも 3 回、債権者に対し、
債権の申し出をすべき旨の催告を官報に掲載する
ことにより行わなければならないとされています
（同法13条の 7 第 1 項・ 4項）。
　他方、法人でない労働組合は、こうした公示
制度はありませんが、法人である労働組合の清
算を定めた規定に準じた対応がなされるべき
（菅野和夫・山川隆一『労働法 第13版』［弘文堂］ 
984ページ）と考えられていることから、債権者が
その事実等を確認したい場合には、清算業務を実
施している者が、その権限の有無や解散の事実の
確認の求めに対応することが必要になると考えら
れます。

2.�残余財産の処分方法
労働組合が法人である場合、労組法の定めると

ころに従って、財産の清算が行われます。清算中
の労働組合（法人）は、清算の目的の範囲内で、
清算結了に至るまで存続します（13条）。そして、
組合規約や総会決議で別段の定めをしていない限
り、代表者が清算人として清算業務を遂行し（同
法13条の 2 本文）、現務の結了、債権の取り立て、
債務の弁済、および残余財産の引き渡しの職務を
行います（同法13条の 6 ）。
　そのため、債権の申し出をすべき旨の催告等を
行い（同法13条の 7 、13条の 8 ）、残余財産が債務
を完済するのに足りないことが明らかになった場
合には、直ちに破産手続き開始の申し立てをして、
その旨を公告するものとされています（同法13条
9 第 1 項）。残余財産がある場合には、その財産は
組合規約で指定した者に帰属し（同法13条の10第
1 項）、規約で指定した者がいない場合や指定する
方法を定めなかった場合には、代表者は、総会決
議を経て、労働組合の目的に類似する目的のため
に財産を処分することができるとされています（同
条 2項）。
　法人でない労働組合の清算は、法律上明確に定
められているわけではありませんが、法人である

労働組合関係

労働組合を解散する際の留意点
　小規模企業である当社にはオープンショップ制の労働組合がありますが、最近、若手入社者の加入が減
少し、組合役員も高齢社員が持ち回りで担当するなど、今後の存続が難しい状況が見込まれています。つ
いては、労働組合の規約を踏まえ、解散を考えているのですが、残余財産の処分方法、労働協約の効力と
今後の労働条件の交渉の仕方など、留意すべき点をご教示願います。
� （東京都　Ｓ社労働組合）

労働組合の残余財産の処分方法については、組合規約に定められた清算方法の確認が必要である。また、
解散により労働協約が失効するとしても、労働条件の変更や交渉の場面において、その影響が残っている
可能性があることに留意すべきである

回答者 　宇井一貴　うい かずたか　弁護士（弁護士法人髙井・岡芹法律事務所）

126 労政時報　第4113号/26. 2.13



労働組合に係る労組法の定めに準じた対応がなさ
れるべきであると考えられます。

3.�労働組合解散後の労働協約の効力
労働組合の解散により、当該労働組合は消滅す

る以上、その労働組合の締結した労働協約は終了
することになるはずですが、それまで労働協約の
規定に準拠してきた労使関係（労働関係）は何を
準則とすべきかという問題が生じます（菅野・
山川・前掲書1069、1071～1072ページ参照）。
　前提として、労働協約には、二つの効力があり
ます。一つ目が、当該労働協約中の「労働条件そ
の他の労働者の待遇に関する基準」に違反する労
働契約の部分は無効となり、無効となった部分は
労働協約上の基準の定めるところによる、また、
労働契約に定めがない部分についても同様とする
（労組法16条）という、個々の労働契約を直接規律
する効力（規範的効力）です。さらに、二つ目と
して、規範的部分には属さない使用者と労働組合
との間の約束（団体的労使関係の運営についての
ルール等の約束）による、債務的効力があります。
［ 1］�規範的部分
　規範的効力は労働条件を直接規律する効力を有
していますので、労働協約が終了した後でも、当
該協約によって規律されていた労働条件の効力が
残っているのではないかが問題となります（いわ
ゆる「余後効の有無の問題」）。
　この点に関して、学説上、労働協約が終了した
後も従前の効力が残るという意味での余後効を否
定しつつ、学説では、以下の見解に分かれていま
す。

（ア）	 労働協約の規範的部分が直接的効力によ
り労働契約の内容として

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

効力を存続する
　	（西谷 敏『労働組合法 第 3版』［有斐閣］
394ページ）

（イ）	 労働協約は労働協約の有効期間中に限っ
て労働契約を外部から規律するにとどまり、
当該協約の終了により労働契約の内容は一
応空白となるはずであるが、空白部分は労
働契約法の原則などの補充規範があればそ
れにより、補充規範がなければ協約失効後
に労使交渉が継続している間などにおいて
は協約内容が暫定的に補充する（菅野・
山川・前掲書1071ページ）

　裁判例においても、①上記学説（ア）の見解の
もの（都タクシー事件　京都地裁　昭49. 6.20判
決　労判207号45ページ、大阪高裁　昭51.11.11判
決　労判267号35ページ、黒川乳業事件　大阪高
裁　昭59. 5.30判決　労判437号34ページ、三菱重
工長崎造船所事件　長崎地裁　昭60. 6.26判決　
労判456号 7ページ）や、②余後効は否定しつつ、
労働協約終了後における労働契約の解釈に当たっ
てもできるだけ尊重されるべきとして、事情変更
等の特段の事情がない限り、当該協約の内容と同
一の契約内容を持続するとしたもの（朝日タク
シー事件　福岡地裁小倉支部　昭48. 4. 8判決
労判181号62ページ）、③上記学説（イ）の見解の
もの（鈴蘭交通事件　札幌地裁　平11. 8.30判決
労判779号69ページ）などがあります。
　以上のことから、失効した労働協約における「労
働条件その他の労働者の待遇に関する基準」につ
いての規範的部分は、その影響が残っているとさ
れる可能性がある点に留意が必要です。
［ 2］�債務的部分
　規範的部分に属さない債務的部分（労働組合へ
の便宜供与、事業場内組合活動の取り扱い、団体
交渉の手続き・ルール、労使協議制などに関する
労働協約が失効した場合には、それらの便宜、手
続き、ルールなど）については法的根拠を失い、
失効すると考えられます。しかし、それまでの労
使関係が当該労働協約の定めに従って運営されて
きたという事実は、慣行的事実として以後の労使
関係においても意味を持つことがあることには注
意しておく必要があります。
　この点に関わると考えられるのが、今後の労働条
件の交渉の仕方です。例えば、就業規則を労働者
にとって不利益に変更しようとする場合、労働組
合は従業員の利益を守ろうと熱心に活動する団体
であるため、少人数の労働組合であっても、使用
者としては労働組合と協議・団体交渉などを行っ
てその理解を得てから、組合員以外の労働者に説
明会を実施したり、意見聴取の機会を確保したり
することもあったのではないかと考えられます。
　労働組合が解散した後においては、労働組合の
存在を前提とした協議はなし得ませんが、不利益
の程度等に応じて、労働者に説明会を実施したり、
意見聴取の機会を確保したりといった労使協議の
実質を備えた場を設ける必要がある場面が生じる可
能性があることは念頭に置いておくべきでしょう。
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